
公益財団法人　山梨県下水道公社
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【主要事業の概要】
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公共下水道水質測定事
業

令和 ５

流域下水道維持管理事
業

下水道啓発事業
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経 緯
概況等

当公社は、昭和61年度の富士北麓流域下水道の一部供用開始に際して、これの適正な維持管理を行うた
め、県と関係市町村により設立された。その後、峡東、釜無川及び桂川流域下水道の一部が供用開始し、こ
れらの維持管理を行うとともに、平成24年4月1日より公益財団法人へ移行し、下水道の調査研究、下水道
知識の普及啓発、下水道の管理運営並びに下水道排水設備工事責任技術者の認定等を行い、県及び市
町村の下水道行政の推進と県民の健康で文化的な生活に寄与している。
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所 管 部 （ 局 ） 課 県土整備部　治水課　下水道室

所 在 地 笛吹市石和町東油川字北畑４１７ 電 話 番 号 ０５５－２６３－２７３８

理事長　　上 野  良 人

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ https://www.yamanashi-swc.or.jp

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

10 団体（者）

市川三郷町
富士川町

出資者名等
山梨県
笛吹市
南アルプス市
富士河口湖町

2

E-mail ア ド レ ス jimukyoku@yamanashi-swc.or.jp

令和６年度令和５年度令和４年度

3,276,335 3,197,111

74,000

事業費（単位：千円）
内容

富士北麓、峡東、釜無川及び桂川流域下水道に係る施
設の管理運営事業

富士吉田市、忍野村、山中湖村、甲府市、韮崎市、昭和町、都留市、大月市、上野原市、西桂町

730

3,394 3,488

3,347,256

632

3,537

設 立 年 月 日 昭和６１年４月１日

甲斐市

下水道知識の普及啓発に関する事業

下水の水質測定を行う事業

401

74,000



【経営の状況】 （単位：千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減

214 214 214 0
0 0 0 0

3,286,635 3,207,196 3,357,639 150,443
1,348 3,608 3,946 338

0 0 0 0
188 288 287 △ 1

3,288,385 3,211,306 3,362,086 150,780
事業費 3,286,227 3,208,613 3,358,551 149,938

うち人件費 174,824 176,864 178,833 1,969
管理費 3,094 3,201 3,497 296

うち人件費 2,433 2,508 2,684 176
経常支出　計　 3,289,321 3,211,814 3,362,048 150,234

△ 936 △ 508 38 546
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 936 △ 508 38 546
0 0 0 0

118,769 118,261 118,299 38
（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減
538,978 539,338 542,308 2,970
269,759 280,990 289,601 8,611
808,737 820,328 831,909 11,581
497,734 498,601 501,534 2,933

0 0 0 0
192,234 203,466 212,076 8,610

0 0 0 0
689,968 702,067 713,610 11,543
118,769 118,261 118,299 38

うち基本財産への充当額 74,000 74,000 74,000 0
うち特定資産への充当額 7,722 14,990 12,135 △ 2,855

（単位：千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度 増減

0
人件費補助金 0
人件費以外の補助金 0

0 0 0 0
0

0 0 0 0
人件費委託金 175,802 177,928 180,233 2,305
人件費以外の委託金 3,106,220 3,024,966 3,173,037 148,071

委託金　計 3,282,022 3,202,894 3,353,270 150,376
3,282,022 3,202,894 3,353,270 150,376

99.8 99.7 99.7 0.0
0 0 0 0
0 0 0 0

内容・目的・金額

富士北麓、峡東、釜無川及び桂川流域下水道の維持管理委託料(令和4年度～令和6年度、
10,835,352千円)委託金
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補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
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項　　　　　目
流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

【県の財政的関与の状況（令和６年度）】

負債　計

経常外収入
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項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 10 100.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 42 32 76.2%

効 率 性 5 18 15 83.3%

21 90 77 85.6%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と適
合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

概ね健全な財政状況であるが、包括的民間委託の実施及び更なるコスト縮減により経費の削減に努め
るとともに、令和６年度新たに策定した経営計画を基に事業を推進し、社会情勢の変化に的確に対応し
ていく。今後職員の退職が続き、それに伴ない職員の計画的な採用を進めていくとともに、職員の下水
道技術の継承・育成を行うために研修事業を継続し、積極的に取り組んでいく。

合　　計

当公社では、これまでも設立目的に沿い、計画的な事業運営に取り組み、組織の効率化や健全な経営
に努めてきたが、人口減少の進展や県や市町村の厳しい財政状況を踏まえ、経営の一層の健全化を
図り、適正で効率的な運営を行っていく必要がある。

流域下水道の財政計画に基づき業務を執行し、経営計画の策定により、それに沿った実施に取り組ん
でいる。

流域下水道の良好且つ効率的な維持管理を実現するとともに、下水道技術の調査研究や下水道知識
の普及啓発等を積極的に実施し、県下の下水道行政の推進に寄与している。

組織、人事、財務等の業務管理も、県と密接な連携による執行体制をとっている組織である。また、活
動内容の情報公開を積極的に行い、組織機能を十分発揮できる体制となっているとともに、職員の能
力開発、育成を積極的に行っている。

当公社の行う事業は、わずかな自主事業を除いて、県や市町村からの受託事業であり、しかも、そのほ
とんどが4流域の浄化(清流)センターに係る県からの維持管理費である。また、その財源は構成市町村
からの負担金により賄っており、毎年度経費と委託料は精算方式としている。このため、財政状況はほ
とんど変化がなく、安定したものとなっている。

当公社では、適正な規模の組織体制、必要最小限の人員を配置し、円滑に運営するとともに、コスト縮
減を行い経費の抑制に努めている。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合評価に対する今後の対応方針】

下水道公社は、県及び関係市町村と連携を図りながら、その設立目的に合致した業務を行っ
ている。また、主たる業務である流域下水道施設の適切な維持管理をはじめ、計画的な事業
運営、適正な組織運営についても積極的に取り組んでいる。経営状況の健全性は総じて確保
されているが、令和6年度に策定した経営計画（Ｒ７-９)に基づき、さらなる経営の効率化に取り
組む必要がある。
また職員の意識改革、下水道技術の向上及び大規模災害への対応のために、研修や訓練を
継続実施し、職員の育成にも取り組んでいく必要がある。

・今後も公益財団法人として、収支相償の原則に基づき継続的及び計画的に収入・支出を執行し、安定した
経営の維持に取り組んでいく。
・令和６年度に策定した第６期経営計画［令和７年度～令和９年度］に対し、進行管理及び目標達成状況の評
価を行い、次年度等に反映することにより円滑な事業運営に取り組んでいく。
・公社運営について、人件費及び管理費の抑制を念頭に引き続き健全な経営に努め、人材育成に関する施
策を充実させて下水道技術力を継承・向上させ、直面する様々な危機や課題に対し、的確に対応できる職員
育成を行う。また、職員の要員計画を作成し、人材を確保をすすめ業務の効率化に努めていく。
・下水道施設の老朽化等の対応については、蓄積した知識等により、適切な維持管理及びコストに配慮した
修繕を行い、経営の効率化に努めていく。

県及び関係市町村と密接に連携を図りながら、高い専門技術を用いて、流域下水道の維持管
理を効果的かつ効率的に実施するとともに、下水道技術の調査研究や下水道の普及啓発活
動等を積極的に実施し、公社の設立目的及び公益目的に合致した業務を行っている。
設定したコスト縮減目標が継続的に達成されるよう、今後も取り組んでいく必要がある。

令和６年度に、経営の健全化を目的として「経営計画（Ｒ７－９）」を策定するなど、計画的な事
業運営に取り組んでいる。引き続き、目標の達成状況の確認や分析、計画の見直しなどを積
極的に行う必要がある。

活動内容の情報公開を積極的に行い、組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整備・運
用されている。また職員の能力開発、育成を積極的に行っている。
引き続き、職員の下水道技術の継承・育成を行うために研修事業を継続し、積極的に取り組ん
でいく必要がある。

下水道公社は、流域下水道の維持管理を主な業務として設立された法人であり、県からの業
務委託による維持管理費については精算し収益を残さない仕組みとなっている。財政状況は
ほとんど変化がなく、安定したものとなっている。

運転操作監視業務、保守点検業務、物品の調達・管理業務等に関して包括的民間委託方式を
実施しているほか、コスト縮減に積極的に取り組んでいる。

警 戒 指 標 数

得 点 率 85.6
0

A

・公社の収入の大半が流域下水道接続市町村の負担金を主な財源とした県からの委託料で
あることから、安定した経営がされている。 また目的適合性、計画性、組織運営の適正性の評
点は、昨年度同様に満点となっているため、総合評価はＡ評価を維持している。
・令和６年度は、人件費の増加があったものの、電気料金の高騰等に伴い事業費も増加したた
め、人件費比率及び管理費比率の評価が上がった。また、下水道使用人口の増加に伴い、職
員１人当たり役務提供実績に係る評価も上がり、効率性の評点が上昇した。
・今後、 人口減少による下水道使用料収入の減収や下水道施設の老朽化に伴う事業費の増
加等が見込まれる中で、引き続きコストを意識した一層の経営効率化に努めることが期待され
る。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


